予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：薬務水道費　目：薬務費
	事業名　献血推進対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　薬務水道課　生産指導監視係　電話番号：058-272-1111（内2574）

　　　　　　　E-mail： c11224@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　2,490千円（前年度予算額： 2,865千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,865
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,865

	要求額
	2,490
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,490

	決定額
	2,490
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,490


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・医療技術の進歩や少子高齢化に伴う疾病構造の変化により、血液製剤の使用量が年々増加している反面、献血可能人口は減少傾向にある。

・当県においても、若年層（16～29才）の献血者数は、平成18年度と25年度を比較すると、6,000人以上も減少していることから、特に若年層を対象とした献血の推進を図る必要がある。

・また、あわせて、血液製剤の適正使用の推進も図り、「県内で必要な血液は県内の献血で確保すること」を目標に献血の推進に取り組む。
（２）事業内容

・特に、若年層を対象とした献血の推進を図るとともに、血液製剤使用適正化を推進するため、次の事業を実施する。

ア　献血普及啓発キャンペーンの実施

  　　イ　若年層献血推進対策の実施

  　　ウ　献血普及推進大会（献血感謝の集い）の開催

　　　エ　岐阜県合同輸血療法委員会開催等血液製剤使用適正化事業の実施

　　　オ　献血推進活動支援事業の実施
（３）県負担・補助率の考え方

・安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（以下「血液法」という。）第5条において、献血の推進は地方公共団体の責務とされていることから、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	137
	合同輸血療法委員会委員謝礼

	旅費
	652
	献血推進協議会委員及び合同輸血療法委員会委員費用弁償、

業務旅費

	需用費
	714
	キャンペーン用啓発資材、高校２年生啓発用リーフレット及び合同輸血療法委員会専門部会報告書の作成

	役務費
	308
	通信運搬費

	委託料
	545
	血液製剤適正使用推進事業委託費

	使用料及び賃借料
	134
	献血感謝の集い会場費

	合計
	2,490
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

・平成26年度の献血の推進に関する計画
（平成26年厚生労働省告示第119号）

・平成27年度岐阜県献血推進計画
※単年度計画のため、国計画を踏まえ、今後、平成27年度計画を策定します。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　将来にわたり、県内で必要な血液を県内の献血で確保することができるよう献血の推進を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	献血者数（人）

	（H  ）
	81,540
（H23）
	78,841
（H24）
	73,140
（H25）
	75,600
（H25）
	96.7％


	採血／供給比（％）
	（H　）
	114.7
（H23）
	111.4
（H24）
	102.8
（H25）
	108.0
（H25）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・高校生向け献血推進リーフレットの作成、配布（県内８２校を訪問し、新２年生に全生徒分を配布）

　・街頭啓発「街かどふれあい献血」の実施（県内１２会場）
　・献血感謝の集い（式典等）の実施（参加者数：約６００人）

　・合同輸血療法委員会及び専門部会の開催
・血液製剤の使用に関する実態把握（使用量上位30医療機関）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　・高校生への啓発を継続して実施した結果、10代の献血者数は増加に転じており、今後20代の献血者数の増加も期待できる。

　・新たに設置した合同輸血療法委員会及び専門部会の活動により、各医療機関において、血液製剤の適正使用に関する情報共有が促進され、具体的な取組が推進されることが期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	近年の少子高齢化に伴い、疾病構造の変化による血液製剤の使用量の増加、献血可能人口の減少から、献血の推進等の事業の必要性は極めて高い。

特に、若年層は減少傾向にあることから、今後の情勢を考えた場合、対応は急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	平成25年度は献血者数の目標を達成することができず、県内需給についても、採血／供給比は102.8％で、県内自給の目安である108％を下回っており、安定的な県内自給が課題となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	　県、市町村、献血推進協議会、血液センター及び各協力団体等と連携を図り、効率的に事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　・少子高齢化に伴い献血可能人口が減少することから、特に若年層に対して、今後も献血への普及啓発活動を継続して行う必要性がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　・血液製剤の原料は、献血のみであり、その代替はきかない。献血可能人口が減少するなか、将来も安定的に血液が供給されるよう、献血の推進に関する事業及び血液製剤の適正使用を推進する事業を継続して行う必要性がある。


